職務発明の学内での発表時における留意点
我が国の特許制度においては、特許出願より前に公開された発明については原則として特許を受けることができません。他方、大学においては、教員と学生との共同発明について、出願前に学内の研究集会等で発表することが必要な場合が生じることがあります。その結果、大学からの特許出願において、特許の内容が学内での研究・教育活動により公知とされ特許として認められないという事態が発生することがあります。
これについての下記留意事項をご参考の上、ご準用いただく様お願いします。
記
１．卒業論文発表会や学内のセミナー等であっても、公開の場で発明内容を含む発表をした場合は、その発明は公知技術と見なされます。この様な場で発表をする場合は、事前に発明届出を提出し、発表前に出願を行うことを原則とする。
２．学内の授業やセミナーおよび卒業論文・修士論文発表会等における発表については、それを証明する書面があれば発明の新規性喪失の例外規定（平成23年の特許法改正　第30条）の適用を受けることが可能であるが、欧州や中国とうの主要国ででの権利化が出来ない等の不利になる点が多く例外規定の適用は極力避ける事とする。
３．上記発表等が新規性喪失とならない為の運用として、参加者に守秘義務を課すことで公知となる事を回避できる可能性がある。
発表会や授業・セミナー等における参加者（多くは学生）に対する守秘義務の現実的な課し方として、以下の全ての対応を行う事が必要である。
1 秘密を保持したい配布資料に「秘」、「取扱注意」、「confidential」等の表示を行う（可能なら期間も明記。）。
2  授業やセミナー、論文発表会等における発表内容や資料に秘密にすべき事項が含まれている可能性があることを会場で事前にガイダンスする。
3 別紙１により、参加者に守秘義務を課す。その場合の守秘義務期間は原則として３か月程度とし、その間に特許出願を行うため速やかに発明届出を提出することが望まれる。
なお、このような契約書や誓約書の形式によって学生に守秘義務を課すことは、大学や研究者の知的財産権を守るためには有効であるが、教育上は慎重な考慮を要する。したがって、学生に秘守義務を課すことは極力避けるべきであり、一律にその実施について推奨するものでは無く、実際の実施については各担当教員の指導上の判断に委ねるのが適切と考えられる。
以上
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